
 

１．研究概要 

 ストック活用の時代を背景として、マンションや施設

の修繕技術向上は重要課題である。本研究は、すでに多

数の事例があるリニューワル技術に焦点を当てる。リニ

ューワルの一部である修繕計画の啓発が行われ、大規模

修繕計画の技術･知識体系を象徴する、行政が公開する標

準仕様が普及している。 

 そこで、あらためて大規模修繕計画の技術･知識体系の

改修設計、および施工技術、また、管理組合の知識に関

するより適切な体系があり得るかどうかを探求すること

を目的とした。   

探求の切り口として、第一に、修繕項目について、一

層の具体化・詳細化に向けた検討を行う。より精緻な技

術体系は、ユーザーには明快で説明ができる修繕内容と

なり、技術側では診断・施工技術の向上が必要となるの

で、期待される。 

 次の切り口として第二に、RCマンションは法定耐用年

数 47（旧 60）年であり、修繕・建替などの事例の大半で、            

 

 

 

措置が 20 年程度で行われている。６）今後大半のマンシ

ョンでは、耐用年数を超えて居住が継続される可能性が

あり、超長期の活用を前提にした改修計画が必要となる。

この実情に対応する改修計画のあり方を、同種の改修を

繰り返す単純な標準仕様の横軸でなく、修繕項目の変わ

る縦軸の方法を専門家の討議により探求する。 

２．問題設定と研究方法 

本報告で技術･知識体系という場合、「大規模修繕計画

表」の縦軸の部位と横軸の時間の 2 次元空間に、工事金

額を配置する一般に了解されている基本的な定型的ない

わば改修のフレームに着目する。その代表は、建築設計

者と管理組合がリニューワル技術の計画と契約を行う際

に多くの場で利用される「長期修繕計画標準様式」およ

び関連するガイドライン 1）（国交省、2008）である。 

これは、大規模修繕を進める時間において、建築部位、

修繕項目、工事内容、期間、経費や随時追加される情報

を計画決定できる総合的なシステムで、フレキシブルで

多主体の修繕計画の合意を導くことで普及している。 

マンションの大規模修繕計画における建築技術知識体系の再検討 
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既往研究との関係：大規模修繕などのマンションの維持

管理問題のうち、第一の管理組合の問題では、斉藤広子

などの実態調査研究が代表的である。第二の修繕問題で

は、建築のハードから小松幸夫や山本育三らの修繕経済

に対象が広がっている。本研究は行政でまとめられてき

た大規模修繕計画の知識体系を扱うもので、テーマとし

ては新規なものである。 

具体的な検討課題：①計画の最適･合理化画ツール②改

修計画の実現性・予測性、③超長期の活用および④超長

期にリニューワル（リノベーション・コンバージョン含

む）への適用を、個別に検討の視点を加えて行った。 

検証方法：ＮＰＯ法人リニューワル技術開発協会の技術

者による委員会２）を設置し、

５回のブレイン･ストーミ

ングとアンケートを併用し

た。注６検証期間は、2012

年 10月から 2013年 3月で

ある。 

３．修繕工事項目  

 大規模修繕計画（以降、

修繕計画）は、「マンション

の快適な居住環境を確保し、

資産価値を維持するために

適時適切な修繕工事を行い、

必要に応じて建物及び設備

の性能向上を図る改修工事

を行う」４）ことである。そ

の工事の成否を左右する「推定修

繕工事項目」３）（以降「推定項目」

と略称）を、（視点１）最適・合理

的に、（視点２）計画の十分な実現

性・予測性をもって決めるには、

ブレインストーミング（表２）の

結果から、性能と費用が明示され

た工事を合理的に選択出来る必要

がある。修繕計画で事前に予測し

た内容を工事終了時実現できるか

どうかの問題である。工事技術側

からは、建築診断が十分に行われ

れば修繕項目を精緻化具体化でき、

修繕が計画的になり予測性が高ま

る。ここには診断技術および修繕

技術の料理が高い技術を持ちコストを支払える条件が

課題となる。修繕項目より具体化していくには、今後は

技術とコストの両輪が揃う期待がある。 

３・１修繕工事項目のあり方 

曖昧さの中で合理化するツール：実際は工事の効果と費

用のリスト、さらに実現性の保証も理論上にしかない。

診断技術も必ずしも完全でなく、修繕対象の欠陥が不確

実で曖昧な特性をもつまま、推定項目を選択し合理化し

ていく修繕計画が重要になる。 

修繕計画が合理化ツールとなるためには、工事内容だ

けでなく、修繕工事に付随するコストの「不確実性」を

軽減する必要がある。すでにいくつか工夫があるが詳細

化した推定項目の特性と時間軸上の費用の関係を調整

表１ 推定修繕項目と手当（下地補修工事部分） 

 

表２ 大規模修繕計画に関する意見のまとめ 

 



 

（視覚化）することが重要になる。 

推定項目の詳細化：性能・部位・老朽度でどこまで、詳

細にするべきかを検討するため、検討委員会のメンバー

設計事務所が作成した数例の実際の修繕計画表を参考に

比較検討した。 

表１は、修繕計画表の中から推定項目を抽出したもの

である。実際の推定項目は、多様な表現で、改修（補修･

修繕･改修）方法（仕様）が、一定でなく多様であり、仕

様は長所短所、確実・不確実、不定の価格、耐久性の違

いなど、多様な特性がある。全体的に、明示性に欠ける

ため、効果･実現性が明確でなく、曖昧さがある。 

委員会のブレイン・ストーミング７）の結果を、表 2 に、

詳細化、客観性等の実現などの意見群として整理した。 

修繕計画の条件は、劣化した性能を回復するという目

的の中に、よ

り高度な性能

と耐久性年限

の実現まで、多様で幅広い目

的があり、仕上りに留まらず、

施工方法についても限定され

る場合もある。 

特に指摘が出た項目の一つ

は、十分な建築診断が行われ

ないで、下地処理で多くの工

事変更や追加工事が出るので、建物診断の徹底を推進す

るべきで、工事の実現性を保証していく必要がある。ま

た、居住者側から言うと、グレードアップしていく回復

では、依頼主として、そのコストは正確さを求めるので、

その推定工事を正確な見積もりが可能なレベルに詳細化

していく必要がある。 

以上のことより、まとめると、修繕工事項目について

は国土交通省の長期修繕計画表、内訳書の標準様式の項

目を基準であるが、欠陥と建物の診断に基づく特性に応

じて対象部位等を具体化し、各部位に対する改修の仕様

が選択しやすいよう作成すること、グレードアップでも

さらに後で検討するように重要変数のコスト・耐久年数

などの重要評価項目を付加するための検討が必要である。 

３・２修繕評価項目のあり方 

国土交通省の推定項目を基準（縦軸）とした長期修繕

計画表は、表３に例示する推定項目の検討に見たように、

横軸に「仕様項目」および「評価項目」のデータ提供が

必要である。 

評価項目は、具体の計画表（表１）で部位の欠陥に対

して工事手法が付記されるように技術者が選択する修繕

工事の仕様に関係している。これは、「耐久年数」「価格」

「規格」「性能特性」「施工性」「環境性」「その他」の特

性が潜在している。先に見たように最重要な評価項目は、

「耐久年数」—「修繕周期」を含む－、および「価格」—

数量や工事の規模等により変化するため「単価」「単位」

—である。「規格」につ

いては計画段階での必

要項目ではないため省

略し、最終的に「周期」

「単価」「単位」「価格」

「性能特性」「施工性」「環境性」「その他」を評価項目と

すべきである。 

修繕計画ランクと時期別積算経費の視覚化：以上視点 1

及び 2 の検討に付随して、計画の意味を見える化し、選

択を合理化するために、横軸・修繕工事時期ごとに工事

金額の積算値を視覚化（折れ線）し、何が表現されるべ

きか検討した。（表４）すでに国の標準様式の参考資料に

も時間と修繕積立金の関係のグラフ化が提示されている

表３ 国交省推定修繕項目(左)に 

評価項目を併記した案 



 

表４ 修繕計画ランクと時期別積算経費（折れ線）表示例 

 

積算経費（円） 

が、工事金額の多寡と修繕工事のランク（原状回復から

グレードアップまでの計画性能）を同時表現することで、

居住者の比較と計画の決意を促すと考えた。「計画のラン

ク」選択という視点は、「安かろう悪かろう」として安価

な工事金額を好む傾向を抑える意識である。この検討、

何を目的とするかで表現する内容がかわる。積算工事の

妥当性は、直近の工事に対してなのか、ライフサイクル

に対してなのか今後の検討課題である。 

 

４．超長期活用のグレードアップ計画 

（視点３）「超長期の活用のために有効」 

（視点４）「リノベーション・コンバージョンへ有効」 

修繕計画は基本的には性能回復だが、資産価値の維持

から機能を変更し、より高度な先端価値を体現する建築

づくりの期待が始まっている。すでに見えている新しい

価値では国の「持続可能社会における既存共同住宅スト

ックの再生に向けた勉強会」（2012）５）の体系的個別技術

シートを参照し新しい材料や工法の適用はもちろん、資

産価値を高めるグレードアップのテーマを整理した。６） 

国土交通省の技術改修シートでは、グレードアップは

「環境・省エネルギー性能」「耐震性」「防災性」「高齢者

対応」で整理されている。60 年を超えるような長期のス

トック活用のためには共用部の補修に必要な標準的な修

繕項目と重複しているが、コンバージョンを視野にする

と新項目も重要である。その仕様の性能・コストでは、

グレードアップするメリット・デメリットやグレードア

ップ前後の費用、性能等の比較についてまとめることで

新技術の導入の検討や管理組合への提案ができる計画表

を作成すべきと考える。 

 修繕工事項目、仕様等については最新の技術やシステ

ムなどを加味し、今後起こり得る建替えや減築といった、

さらに近年唱道されている長期的な「生涯運営計画」に

ついても項目として列挙し、評価項目に「検討内容」「問

題点」など大規模修繕とは異なる部分を整理するフレー

ムとした。 

今後は、より自由にグレードアップの多様なメニュー

づくりと修繕技術、さらにそれを促進するための法制度

が確立されて行くべきだと考える。 

５．建築技術の複雑化の課題 

工事者･居住者ともに、めざましく進歩しともすれば複

年数（期） 

国土交通省標準様式による

推定修繕工事項目 

表５ グレードアップのテーマ 

 



 

雑化する建築技術に戸惑っている。居住者には理解しに

くさが生まれ、専門家は修繕計画への先進技術の利用で

曖昧な計画を押しつけかねない。そこで、修繕工事で利

用量が多い材料であり進歩･多様化の代表と言われる塗

装材料—アクリルシリコン−について、多種類化の傾向と

エンドユーザー側から種類数を限定できるかどうかの業

界アンケート８）を行い情報の実態とその調整の可能性を

探った。（表６） 

 居住者が修繕項目の内容を了解する方向で、塗料の性

能別の製品（名称で表面的には差別化されている）の業

界横断的な整理が可能かどうか、その場合性能の概念整

理が可能かどうかを問題とした。まず、アクリルシリコ

ンの製品数は、他の水性ウレタンや水性フッ素樹脂塗料

と比べ相対的多く、最も多い者では６種類を超えている。

しかし、具体的な仕様—下地材を微弾性サーフェーサーあ

るいは砂骨ローラー処置し、上塗りに水性シリコンを塗

装する−の内容が違うにもかかわらず、保証年数、保証内

容などの差がほとんど無く、１つに種類として統一的に

扱うことが出来ることが回答された。ある意味では製品

の多様性は見かけだけのものといえる。 

 一定の調整の可能性を見たので、今後修繕工事の材料

として、居住者の理解を助けるように多様な材料間の関

係を整理し見える化して行くべきだと考える。 

６． 考察 

以上の検討で、特に筆者等は管理組合のサポートをす

るコンサルとしてユーザーを代理する立場となり、対し

て委員会の他のメンバーは業界の代弁者となって、よい

意味で対立的に、工事の未来に向けては調和的に研究を

行った。そのポイントは、次の２点である。 

①専門技術者と居住者の協働作業である長期修繕計画

では、専門の曖昧な押しつけに繋がる計画でなく、新し

い発想の集合住宅に変えていく必要もでてくるので、両

者の真剣な検討のために透明で客観的な実現性のある技

術論－本稿で言う修繕項目の詳細化による客観化や、定

型でない項目作りの協同作業作りなど－が必要である。

そのためにこれまでの修繕計画の様式でなく新しい建築

形式の創造のための計画の様式が必要である。 

②長期修繕計画の手法として、新しい比較による方法

が必要である。国交省の標準様式のグラフでは常識的な

修繕積立金のシミュレーションを行えるが、複数のグレ

ード工事を同時に検討することはできない。数パターン

の大規模修繕にかかる工事費のシミュレーションが同時

にできることで工事内容のランク・グレードの選択が可

能となるべきではないか。 

以上であるが、他にこれからの時代の長期修繕計画、

さらに広義のリニューワルについて、両者から理念が出

された。研究の内容は、基礎的はその理念からでている

ので、最後に書き止めておきたい。すなわちリニューワ

ルの理念は、旧状態への回復を、最小のコストで行う（安

い工事が良いという価値観）という発想でなく、住宅の

性能をグレードアップしていく価値観が必要である。 

７．おわりに 

リニューワル技術を理解しやすい新しい体系に整備

するため、改修計画のパラダイムの見直し及び用語・名

称の標準化についての研究を行った。 

改修計画フレームについては、結果が見えるような改

修計画表を作成することで技術者が改修設計を行う際や

改修工事をする際の選択基準、判断基準となるよう、あ

るいは管理組合へ正しい知識を提供できるよう現行の標

準的な仕様の体系を再検討した。一般的に大規模修繕と

呼ばれる、補修を主とした工事項目に加え、資産価値を

高めるグレードアップについての項目、さらにはより長

期的な生涯運営計画９）についても議題とし、総合的なリ

ニューワルの改修計画表となるよう検討した。現行の総

合的な改修計画表に、修繕時期、耐用年数、工事金額等

の指標が視覚化され、改修工事のシミュレーションが可

能となれば、改修現場のマーケットの拡大につながるの

ではないか。 

今後の課題を考察する。 

①計画修繕などの修繕工事におけるリニューワル技術の

高度化とそれによるユーザーへの誠意向上の課題につい

て 

検討過報告の中でも指摘したが、総論として計画をよ

り精度の高いものとしていくこと、それによる満足度の

向上は重要であるが、その前提には、実態としての改修

工事が改修計画設計どおりに進行できるかどうかという

条件がある。精度の高い設計には、改修対象の建築の欠

陥、設備の劣化の状況の把握が必要で、そのためには建

物診断技術の向上とその省コスト化が必要である。 

表６ 上塗り材の製品数調査 

 

 



 

②ストック活用の建設産業上の意味について 

大規模修繕工事の現状として、外壁塗装や屋上防水な

どの補修を目的とした一般的に大規模な計画改修では、

Ｈ１５年のマンション総合調査(国交省)によると修繕工

事費は 6000 万円未満が 60％と報告されている。修繕工

事費は平均 100～150万円／戸とする報告があるが、仮に

先の 6000万円と関係づけると 50戸程度の集合住宅規模

が平均的で多いことが分かる。建替え工事費と比較する

ために、新築ＲＣ建築の住戸工事費を 1000万円／戸〜と

すれば、50戸のマンションは、新築では 5億円を超える

ことになる。マンションの修繕工事のマーケットは、多

くは 6000万円の範疇の工事規模に分布しているので、今

後新築工事が減少し、それに代わる代替のマーケットの

拡大を促進できないならば、マンションのリニューワル

だけでは建設産業にマイナスの影響を与えるであろう。 

③グレードアップについて 

マンションストックの経年数および、その立地分布か

ら見ると、多くのマンションは近々大規模修繕、建替な

どの検討対象となることや、空家化が進行し居住価値を

喪うおそれが出てきている。その場合、ストック活用の

方向性が修繕による性能向上ではなく、マンションの不

動産価値を再検討することを伴う経営的な検討が必要に

なる。 

その際は一般的な大規模修繕工事と違い、区分所有法

や建築基準法、標準管理規約などの制度が大きな壁にな

ってくることが、今後の検討課題となるだろうが、ここ

では今後の研究課題としたい。 

 

付記）最後に、本研究は、公益財団法人建築教育技術普及センターの助

成による《既往建築リニューワル技術の再検討とその新体系づくりの社

会実験事業》（建築技術普及調査事業平成２４年度第２回助成）、およ

び「リニューワル技術ナレッジ・マネジメント・グループ」（ＮＰＯ法

人リニューワル技術開発協会＋ちば地域再生リサーチ）の関係者のご協

力により遂行された成果であり、ここに感謝の意を表するものである。 

 

（注） 

１）「長期修繕計画標準様式および関連するガイドライン」（国交省、2008） 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/mansei/2006chokishuzen/

0-1.pdf 

２）ＮＰＯ法人リニューワル技術開発協会 

（http://www.renewal.or.jp/1994 年 3 月〜） に設置した。望月重美（会

長）須山清記（名誉会長）他 4 名。 

３）長期修繕計画において計画期間内に見込まれる修繕工事（補修工事

（経常的に行う補修工事を除く。）を含む改修工事をいう。）の部位、工

種等による項目を、推定修繕工事推定修繕工事費目という。１）の「長

期修繕計画標準様式」において、定義されている。 

４）１）「長期修繕計画標準様式・ガイドライン」（国交省、2008）の第

1 節長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の設定の目的等で示されて

いる。 

５）持続可能社会における既存共同住宅ストックの再生に向けた勉強会

（下記）において、改修に関する技術のあり方が提示された。（2012

年 2月 6日〜8月 23日） 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk5

_000037.html 

http://www.mlit.go.jp/common/000227871.pdf（配布資料７） 

耐久性･耐用性、環境･省エネルギー性能、耐震性、防災性、高齢者対応

の 5 項目について、マンションのストック性能の向上に関する課題と技

術をまとめている。 

６）平成１５年度一般社団法人マンション再生協議 

会 マンション改修工事（グレードアップ工事）の事例調査報告による。 

７）ブレイン・ストーミングは、管理組合ユーザーおよび工事側技術者

の役割グループをロールプレイイングしつつ、修繕項目のより具体化・

精緻化の方向性を探った。 

８）NPO 法人リニューワル技術開発協会傘下の、日本を代表する塗料

メーカー６社について、ウレタン系塗料の製品に関する全数調査、その

性能、工法、および製品種類の調整などの考え方をアンケートした。 

９）マンションの生涯運営計画については、大規模修繕計画の対象年数

を、マンションの利用の可能な限り対象とする発想の修繕計画で、近年

多くの、マンション管理組合に普及しつつある。国家的な研究プロジェ

クトで安定した技術概念になると考える。 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk5_000037.html
http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk5_000037.html
http://www.mlit.go.jp/common/000227871.pdf

